
様式第１号（第６条関係） ※本様式は必ず両面印刷で提出してください。

令和 年 月 日

秋田県知事 佐 竹 敬 久 宛て

申請者 〒 ―

所在地（住 所）

法人名

代表者 職・氏名

（電話番号 ）

秋田県リスキリング促進奨励金交付申請書 兼 実績報告書

秋田県リスキリング促進奨励金交付要綱第６条第１項の規定により、次のとおり申請等します。

１ 交付申請額 円

２ 奨励金申請額の内訳

３ 対象訓練等

※都道府県労働局へ提出した申請書類等に記載した内容を記入してください。

職業訓練実施計画届提出日…都道府県労働局へ提出した日付を記入

一人あたりの訓練等経費 …「人材開発支援助成金 経費助成の内訳」６（４）Ⅴの金額を記入

４ 対象事業所

５ 申請者の基本情報（申請日時点の状況）

裏面へ続く

人材開発支援助成金受給額

（Ａ）

奨励金の交付割合

（Ｂ）

交付申請額【限度額 10万円】
（Ｃ＝Ａ×Ｂ）

円 ２分の１ 円

人材開発支援助成金

職業訓練実施計画届提出日
令和 年 月 日

一人あたりの

訓練等経費
円

訓練等を実施した事業所の名称

雇用保険適用事業所番号

資本金又は出資の総額 円
常時雇用する労働者数

(企業全体の人数) 人

主たる事業 小売業（飲食店を含む） サービス業 卸売業 製造業 その他の業種

事業内容

法人番号

※千円未満切り捨て



様式第１号（第６条関係） ※本様式は必ず両面印刷で提出してください。（裏面）

５ 誓約事項

秋田県リスキリング促進奨励金の申請にあたり、次のとおり誓約します。

（誓約事項をよく読み、☑を入れてください。）

□ 交付対象要件を全て満たしているとともに、申請内容に虚偽や不正等はありません。

□ 対象事業所は秋田県内に所在し、申請日以降も事業を継続し、雇用を維持する意思があります。

□ 破産法に基づく破産手続開始の申立ては、なされておりません。

□ 申請事業主の代表者、役員、又は使用人その他の従業員若しくは構成員等が、秋田県暴力団 排除

条例第２条第１号に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員に該当せず、かつ将来にわた

っても該当しません。また、上記の暴力団及び暴力団員が申請事業主の経営に事実上参画していま

せん。

□ 秋田県から検査、報告、是正についての求めがあった場合は、これに応じます。

□ 不正受給が判明した場合には、支援金の支給の取消及び返還に異議なく応じます。

【添付書類】

・人材開発支援助成金（人材育成支援コース）職業訓練実施計画届の写し

・人材開発支援助成金（人材育成支援コース）訓練別の対象者一覧の写し

・人材開発支援助成金（人材育成支援コース）支給決定通知書の写し

・人材開発支援助成金（人材育成支援コース）支給申請書の写し

・人材開発支援助成金（人材育成支援コース）賃金助成及び OJT 実施助成の内訳の写し

・人材開発支援助成金（人材育成支援コース）経費助成の内訳の写し

・人材開発支援助成金（人材育成支援コース）OFF-JT 実施状況報告書の写し

・請求書（様式第２号）

・振込先口座が確認できる通帳の写し等

・（※個人事業主の場合のみ）本人確認書類の写し（運転免許証など）

申 請 担 当 者 名
電 話 番 号
(日中に連絡可能な番号)


